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建築基準法＜抜粋＞ 

（容積率） 

第 52 条 (略) 

２～５ （略） 

６ 第１項、第２項、次項、第 12項及び第 14 項、第 57 条の２第３項第二号、第 57条の３

第２項、第 59条第１項及び第３項、第 59 条の２第１項、第 60 条第１項、第 60 条の２第

１項及び第４項、第 68条の３第１項、第 68条の４、第 68 条の５、第 68 条の５の２、第

68 条の５の３第１項、第 68 条の５の４（第一号ロを除く。）、第 68 条の５の５第１項第

一号ロ、第 68条の８、第 68 条の９第１項、第 86条第３項及び第４項、第 86条の２第２

項及び第３項、第 86 条の５第３項並びに第 86 条の６第１項に規定する建築物の容積率

の算定の基礎となる延べ面積には、次に掲げる建築物の部分の床面積は、算入しないもの

とする。 

 一政令で定める昇降機の昇降路の部分 

 二共同住宅若しくは老人ホーム等の共用の廊下若しくは階段の用に供する部分 

 三住宅又は老人ホーム等に設ける機械室その他これに類する建築物の部分（給湯設備そ

の他の国土交通省令で定める建築設備を設置するものであつて、市街地の環境を害す

るおそれがないものとして国土交通省令で定める基準に適合するものに限る。）で、特

定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの 

７～13 （略） 

14 次の各号のいずれかに該当する建築物で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛

生上支障がないと認めて許可したものの容積率は、第１項から第９項までの規定にかか

わらず、その許可の範囲内において、これらの規定による限度を超えるものとすることが

できる。 

一同一敷地内の建築物の機械室その他これに類する部分の床面積の合計の建築物の延べ

面積に対する割合が著しく大きい場合におけるその敷地内の建築物 

二その敷地の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地を有する建築物 

三建築物のエネルギー消費性能（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成

27 年法律第 53号）第２条第１項第二号に規定するエネルギー消費性能をいう。次条第

５項第四号において同じ。）の向上のため必要な外壁に関する工事その他の屋外に面す

る建築物の部分に関する工事を行う建築物で構造上やむを得ないものとして国土交通

省令で定めるもの 
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15 (略) 

（建蔽率） 

第 53 条 (略) 

２～４ （略） 

５ 次の各号のいずれかに該当する建築物で、特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障

がないと認めて許可したものの建蔽率は、第一項から第三項までの規定にかかわらず、そ

の許可の範囲内において、これらの規定による限度を超えるものとすることができる。 

一特定行政庁が街区における避難上及び消火上必要な機能の確保を図るため必要と認め

て前面道路の境界線から後退して壁面線を指定した場合における、当該壁面線を越え

ない建築物 

二特定防災街区整備地区に関する都市計画において特定防災機能（密集市街地整備法第

２条第三号に規定する特定防災機能をいう。次号において同じ。）の確保を図るため必

要な壁面の位置の制限（道路に面する建築物の壁又はこれに代わる柱の位置及び道路

に面する高さ２メートルを超える門又は塀の位置を制限するものに限る。同号におい

て同じ。）が定められた場合における、当該壁面の位置の制限として定められた限度の

線を越えない建築物 

三第 68 条の２第１項の規定に基づく条例において防災街区整備地区計画の区域（特定建

築物地区整備計画又は防災街区整備地区整備計画が定められている区域に限る。）にお

ける特定防災機能の確保を図るため必要な壁面の位置の制限が定められた場合におけ

る、当該壁面の位置の制限として定められた限度の線を越えない建築物 

四建築物のエネルギー消費性能の向上のため必要な外壁に関する工事その他の屋外に面

する建築物の部分に関する工事を行う建築物で構造上やむを得ないものとして国土交

通省令で定めるもの 

６～９ （略） 

（第一種低層住居専用地域等内における建築物の高さの限度） 

第 55 条 (略) 

２ （略） 

３ 再生可能エネルギー源（太陽光、風力その他非化石エネルギー源のうち、エネルギー源

として永続的に利用することができると認められるものをいう。第 58条第２項において

同じ。）の利用に資する設備の設置のため必要な屋根に関する工事その他屋外に面する建

築物の部分に関する工事を行う建築物で構造上やむを得ないものとして国土交通省令で
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定めるものであつて、特定行政庁が低層住宅に係る良好な住居の環境を害するおそれが

ないと認めて許可したものの高さは、前２項の規定にかかわらず、その許可の範囲内にお

いて、これらの規定による限度を超えるものとすることができる。 

４ 前２項の規定は、次の各号の一に該当する建築物については、適用しない。 

一その敷地の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地を有する建築物であつて、低層住

宅に係る良好な住居の環境を害するおそれがないと認めて特定行政庁が許可したもの 

二学校その他の建築物であつて、その用途によつてやむを得ないと認めて特定行政庁が

許可したもの 

５ （略） 

（高度地区） 

第 58 条 高度地区内においては、建築物の高さは、高度地区に関する都市計画において定

められた内容に適合するものでなければならない 

２ 前項の都市計画において建築物の高さの最高限度が定められた高度地区内においては、

再生可能エネルギー源の利用に資する設備の設置のため必要な屋根に関する工事その他屋

外に面する建築物の部分に関する工事を行う建築物で構造上やむを得ないものとして国土

交通省令で定めるものであつて、特定行政庁が市街地の環境を害するおそれがないと認め

て許可したものの高さは、同項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、当該最高

限度を超えるものとすることができる。 

 


